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第１章 地域資源の活用における多様な組織の連携構造 

―社会ネットワーク分析の視点― 

 

伊藤 紀子・井上 荘太朗・香坂 玲・  

内山 愉太・浅井 真康・小柴 有理江  

 

１．はじめに 

 

近年，伝統的な食文化，景観，農業システムなどの地域資源の活用が，持続的な農村振興

において重要であるといわれている（五十嵐，2016）。地域資源の活用には，行政（地方自

治体），農業生産者，加工業者，流通業者，観光業者，研究・教育機関など，多様な組織が

連携しながら，地域資源の付加価値を高めることが必要である。日本政府は，農村における

産業の多様化，雇用の増加，農村コミュニティの活性化などを，「食料産業クラスタープロ

ジェクト」（2005 年），「農商工連携プロジェクト」（2008 年），「６次産業化政策」（2010 年）

などを通じて推進してきた（Inoue et al., 2014）。本研究は，こうした地域資源が国際的制度

に登録された山形県鶴岡市（鶴岡），石川県能登地域（能登），熊本県阿蘇地域（阿蘇）の３

地域を主な対象としながら，どのような組織間の連携を通じて地域資源の保全・利用が行わ

れているのかを検討する。具体的には，各地域における多様な分野・地域の組織の間の連携

構造を，社会ネットワーク分析（Social Network Analysis: SNA）を用いて定量的に把握・比

較する。そして，各地域の取組の特色を明らかにすることを通じて，我が国における持続的

な農村振興策への含意を得ることを目的とする（Inoue et al., 2020；井上ら，2020）。 

本研究の主な調査対象地域である鶴岡，能登，阿蘇は，日本における代表的な農業地域で

ある（第１表）。鶴岡・能登・阿蘇では，それぞれの地域における独特の食文化や伝統的な

農業システム，景観などが，維持・継承されてきた。そして，鶴岡はユネスコの「創造都市

ネットワーク」（UNESCO Creative Cities Networks: UCCN）の「食文化」（ガストロノミー）

部門に，能登と阿蘇は国連食糧農業機関（FAO）の「世界農業遺産」（Globally Important 

 

第１表 調査対象地域の概要 

資料：政府統計（e-stat）より作成。 
注．「鶴岡」は鶴岡市の値，「能登」は能登地域の対象市町の合計値，「阿蘇」は阿蘇地域の対 
象市町村の合計値を記載した。人口，面積は 2019 年，農畜産業生産額は 2017 年の値を，各地域 
の対象市町村について合計して記載した。 

 

⼈⼝（⼈）
⾯積(km2)

農畜産業⽣産額 (億円)
認定されている国際的

制度

鶴岡 能登 阿蘇
124,554 184,232 60,607

ユネスコ創造都市ネット
ワーク(UCCN)

世界農業遺産
(GIAHS)

世界農業遺産（GIAHS）
ユネスコ世界ジオパーク

1,312 1,978 1,079
313 236 332
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Agricultural Heritage Sites：GIAHS）に，それぞれ登録された。 

鶴岡市は，2005年の市町村合併以来，東北地方で最大の規模の市となっている。海に面し，

市内には，山，湖，平地など，多様な自然環境が存在する。鶴岡市は，在来野菜の栽培・調

理技術，祭り，伝統食の継承，それらを活用した流通，観光，飲食，食器などのすそ野の広

い食関係産業を有しており，2014年，UCCN食文化部門に日本で初めて登録された。UCCN

とは，創造的な産業の育成により，文化の多様性保護と世界の持続的発展に貢献しようとす

る都市の国際的連携活動を目的として2004年から始まったプログラムである。合併後の鶴

岡市は，食文化の継承，食関連産業の振興に取り組むために，行政，産業関係者，研究・教

育機関，市民団体，料理人，報道機関などで構成する「鶴岡食文化創造都市推進協議会」を

2011年に設立し，一体となってUCCN登録に向けて取り組んだ。鶴岡市は，2017年に「食文

化創造都市推進プラン」（1）を策定した（秋葉，2016）。 

能登は，先進国において初めてGIAHSの認定を受けた。GIAHSは，多投入多収穫型の近代

農業の普及が環境破壊や住民の福利の低下をもたらした側面もあることへの反省から，各

国の伝統的農業システムの価値を認定し，保全するためのFAOの制度である。自治体，農業

団体，観光団体を含む多様な社会組織が，「里山里海」と呼ばれるシステムや象徴的景観と

いった独特の地域資源の保全に関わってきた。2011年の認定以降，GIAHSという制度自体の

認知度を高める活動を展開しているが，地域内部においても自治体によって取組への温度

差があることなどが課題となっている（内山ら，2018）。 

 阿蘇は，大規模なカルデラが有名であり，広大な草地が保全されている。牧畜のための草

地は，伝統的に「野焼き」を行うことで維持されてきた。このような伝統的な農牧業システ

ムが，2013 年に GIAHS に認定された。また，2014 年にユネスコの世界ジオパークにも認定

された。2016 年には大規模な地震が発生し，大きな被害を受けた（Asai et al., 2016）。 

このような地域においては，地域資源の保全・活用に関して，多様な組織が連携してきた

ということが想定される。しかしながらこれまでの研究では，どのようなセクター・地域の

組織が，どのように連携しているのかということは，詳細には把握されていない。特に，知

識の広範な共有・創造的な資源の利活用といった農村のイノベーションを誘発するのに重

要であるといわれている「異分野連携」が，どのように進んでいるのかという実態は，定量

的には明らかにされてこなかった。 

そこで本研究は，各地域における組織間連携構造に関して，社会ネットワーク分析という

共通の手法を用いてその全体像を俯瞰し，比較する。社会ネットワーク分析は，ネットワー

クの構造を量的に分析する手法である。このような方法を用いることによって，異なる背景

の下で成立している連携構造の地域間の類似性や違いが明らかになる。そして，UCCN や

GIAHS に関連する取組がどのようなセクター，地域の組織の連携を通じて実施されている

のかや，農村イノベーションを誘発するには，どのような連携構造が重要であるのか，とい

うことを，地域の連携構造の比較を通じて考察する。そのことにより，持続的な農村振興策

への含意を導出することを狙う。 

本研究の流れは以下のようになる。第２章では山形県鶴岡市，第３章では石川県能登地域，
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第４章では宮城県大崎地域の事例を取り上げながら，各地域独自の地域資源の保全・活用の

取組の実態を把握する。そして第５章において，鶴岡，能登，阿蘇における取組に関する組

織間連携構造の地域間比較を試みる。第６章では結論を述べ，インプリケーションについて

考察する。 

 

２．研究方法 

 

（１）社会ネットワーク分析（Social Network Analysis: SNA） 

社会ネットワーク分析においては，主体の行動が，主体の属性のみならず，他の主体との

関係のあり方によっても影響を受けると想定する（Burt, 1995; Granovetter, 1985）。主体間の

関係性は，点と線によって描かれる「グラフ」（又は「ソシオグラム」）によって表現される

（第１図）。このように主体間の関係を可視化した上で，主体の関係構造における立場を「ネ

ットワーク指数」（例えば「次数中心性」，「密度」，「集中度」など。各用語に関する説明は

後述）を用いて計測することが可能となる。そして関係性のパターンを探索・解釈すること

が，社会ネットワーク分析の主目的である（De Nooy et al., 2005）。 

 

第１図 社会ネットワーク分析におけるグラフの作成 
資料：筆者作成。 
注．左図のマトリクスと，右図のグラフのどちらも，主体（A～D）の間の関係を表している。関係の有無はまず 
マトリクス上で整理され，関係がある場合は１，ない場合は０とされ，グラフとして表現される。例は，方向の 
ない「無向ネットワーク」を表している（説明は後述）。 

 

 

第２図 主体間の関係のパターンの例 

資料：Inoue et al. (2020), Figure1 を転載。 

 
例えば第２図は，主体間の関係（点と点の「つながり方」）の二つのパターンを示してい

る。左図は，「スター型ネットワーク」と呼ばれている。特定の主体（図の中央の点）が他
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の全ての主体と関係を持つ一方で，他の主体（図の外側の点）は中央の点のみと関係を持つ，

という意味で，関係の多さが，中央の主体に集中している。後述するように，このような構

造は，中央集権的な命令系統としての機能が高い。他方で，右図は，「分散型ネットワーク」

と呼べる。すなわち，全ての主体がその両側の主体と関係を持っており，主体間において，

他の主体との関係という構造において差異がない。構造という点からは主体間の立場は平

等である。したがって，このような構造は，水平的で対等な関係性の維持・互いの調整にお

ける機能が高い，ということになる。 

 

（２）社会ネットワーク分析を用いた既存の農村経済研究 

これまでの，食料・農業・農村分野における組織間の連携に関する研究としては，一定の

地域内の同業種の企業からなる「産業クラスター」の構造の解明やその形成要因の検討が行

われてきた（河内，2016；木南ら，2011：森嶋，2012；2016；斎藤，2007；Morishima，2016

など）。例えば森嶋（2012）は，Porter（1998）の産業クラスターの議論を参照しながら，北

海道の大豆産業における組織間の連携構造を解明している。そして，組織の「クラスター化」

（企業間ネットワークを通じた新たな知識の獲得，生産性の向上，新事業の創設といった

「イノベーション」が促される過程）に関する詳細な検討を行った。坂田ら（2007）は，国

内12地域における産業クラスター構造を比較可能な形で定量的に把握した上で，政策立案

に必要な客観的な情報の抽出を試みている。そして，コアとなる企業の間の緊密な連携が重

要であることを示している。また，水や土地などの自然資源・環境の維持管理に携わる行政

と地元の組織などの連携に関する研究も，蓄積されてきた（Fliervoet et al.，2015；Belaire et 

al.，2011）。地域資源には，排他性や競合性を持たないという「（準）公共財」な側面がある。

そのため，その維持管理に関しては行政が主導的立場を果たすことが多いことから，行政に

情報や権限が集中しやすく，各セクター・各地域の組織へ一方的に命令・指示がなされるよ

うな垂直的関係，「トップ・ダウン」の組織間関係（「集中型」組織間連携構造）が築かれる

ことが多い。しかしながら，行政には，財源の制約や，自然環境などについて十分な情報を

持たないなどの限界がある。したがって，長期的には，地元住民や環境保護団体など，地域

資源の利活用に携わる主体の間の，水平的なネットワークを通じた協調的行動により，調和

的・統合的な資源の維持管理システム（「分散型」組織間連携構造）を構築していくことが

望ましい。 

このように，従来の食料・農業・農村分野における組織連携に関する研究の多くは，特定

の地域・特定の産業に関連する組織間の連携に注目していた。本研究は，広域的な地域を管

轄する自治体の政策の推進過程に注目しながら，多様なセクター・地域の組織間の連携を分

析するものであり，業種的かつ地域的に，より包括的・網羅的に把握する点に独自性を有す

る。さらには，地域振興に関わる研究の多くが個別の事例を紹介するものであるが，本研究

では，異なる地域の資源活用の事例を取り上げながらも，それに関わる主体（組織）間の関

係を，社会ネットワーク分析という共通の手法を用いて分析することによって，地域間の組

織間連携構造の比較が可能になる。そして，比較を通じて，各地域の取組の特徴をより明ら
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かにしたり，地域間比較からより汎用性のある政策的含意を導出したりすることが，可能と

なると考える。 

 

３．調査対象組織の選定・データ分析手順 

 

第２表 調査対象地域の組織数（セクター・地域別） 

注．鶴岡・能登の各地域において「広域」に分類される組織は，鶴岡・能登の各地域全域において活 
動する組織である。拠点はそれぞれ旧鶴岡市・七尾市にあることが多い。阿蘇において，「阿蘇地域外」 
に分類される組織は，熊本県内の阿蘇以外（熊本市などを含む）に活動拠点を置く組織。「熊本県外」 
に分類される組織は，熊本県外（東京などを含む）に拠点を置く組織を指す。 
資料：筆者作成。 

 

第２表のように，市役所や行政組織のスタッフの協力を得ながら，UCCNとGIAHSの推進

において重要な役割を果たす組織（鶴岡46組織，能登39組織，阿蘇167組織）を調査対象と

して選定した。そして活動における他の組織との間の「連携」の状況を把握するため，郵送

アンケートで調査を実施した（2016年～2018年）。ここでいう「連携」とは，会合での情報

交換，共同事業の実施，祭り・イベントなどへの共同参加など，それらに関連する会議，メ

ール，電話連絡などの全てを含む。鶴岡に関しては，先述した「食文化創造都市推進プラン」

を元に，事業に深く携わる多様な分野の組織（46 組織）を，事業担当者の協力を得て選定・

リスト化した。能登ではGIAHS の構成資産の管理など，GIAHS を活用した取組に複数関わ

行政 7 行政 10 行政 17

農業 6 農業 13 農業 44

観光 23 観光 6 観光 21

研究・教育 3 研究・教育 3 研究・教育 20

伝統 7 環境 7 環境 30

研究・教育 3 研究・教育 3 研究・教育 20

- - - - グリーン・ツーリズム 13

- - - - 企業 22

広域 14 広域 8 阿蘇市 64

旧鶴岡 12 七尾市 5 南小口町 7

朝日 3 輪島市 4 小口町 9

温海 7 珠洲市 3 産山村 4

櫛引 3 羽咋市 5 高森町 12

羽黒 4 志賀町 2 南阿蘇村 11

藤島 3 宝達志水町 2 西原村 3

- - 中能登町 2 山都町 3

- - 穴水市 3 阿蘇地域外 44

- - 能登町 5 熊本県外 10

合計 46 39 167

鶴岡 能登 阿蘇

セクター

地域
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る組織を中心に対象（39組織）を抽出した。この2地域では全組織に対して，対象の他の全

ての組織（鶴岡では45組織，能登では38組織）との連携の有無を逐一調査した。他方，阿蘇

では，GIAHS 認定時に形成された協議会メンバーの全ての組織にアンケートを送付した。

活動に携わる組織の広範性を把握するために，セクター別に五つまで「現在連携を行ってい

る組織」の自由記述を依頼し，ネットワーク内の組織数を最終的に167とした。 

これらの調査対象組織を，セクターや地域によって分類した。例えば「行政」は市役所や

町役場など，「農業」は農協，森林組合，漁業協同組合など，「観光」は観光連盟・協会，商

工会，直売所など，「研究・教育」は大学などである。鶴岡の「伝統」には各地域の在来野

菜の生産者の会，神社などを含む。能登と阿蘇の「環境」には，環境保護を目的とする公益

財団法人，NPOなどを含む。 

本研究では，地域におけるデータの収集や分析方法が，完全には統一されていない。例え

ば鶴岡と能登のアンケートでは，連携の有無をリスト内の全ての組織について確認したが，

阿蘇では連携相手を自由に記述してもらった。また阿蘇の協議会メンバー内の行政組織は

その他の組織と連携を持つことが前提とされることから，行政組織に対するアンケートの

郵送は行っていない。このような方法の違いにより，地域間でネットワーク構造を比較した

場合（第５章），阿蘇の組織間連携構造がその他の地域のそれよりも粗密に捉えられる可能

性がある（自由記述の場合，異なる組織が同一の組織を連携相手として挙げるという例は一

般的には少ないと考えられるため，ネットワークの緊密性を示す指数（「密度」など）が小

さく計算される）。そこで，次のような工夫を行った。本稿では基本的に，ネットワークを，

方向のない「無向ネットワーク」として扱う（2）。例えば，組織 A が組織 B との間に「連携

がある」と回答した場合，組織 A から組織 B に線が引かれる。ここで，組織 B も組織 A と

の間に「連携がある」と回答した場合も，組織 B が組織 A との間に「連携がない」と回答

した場合も，組織 A と組織 B の間には１本の「線」が引かれる（二つの主体の間で，相互

に連携があるとされる場合と，片方の組織のみがもう片方と連携があるとした場合とを同

様として扱う）。また，鶴岡と能登においても，リストの中に連携相手の組織が見つからな

い場合は，追加的に五つまで，連携相手の組織を自由に記述してもらうこととした。 

さらに，2016 年４月の熊本地震以降，阿蘇地域における調査の継続が困難となった。

GIAHS に関連する取組や連携のあり方も，地震の後に大きく変化したことが予測されるが，

時間を経過した後の連携構造の変容などに関する調査は行えなかった。そのため，阿蘇の調

査に関しては，地震が起きる以前の連携構造を検討している。 

 

注（1）2020 年 6 月現在，2019 年～2023 年の５か年の取組内容を示す新たな「鶴岡市食文化創造都市推進プラン」

が公開されている（鶴岡市 HP）。ただし本研究では，調査時点における推進プランについて言及している（第

２章も参照）。 

（2）有向ネットワークを無向ネットワークに変換することを「対称化」（symmetrize）と呼ぶ。それは一方向の矢印・

弧（Arc）と双方向の弧を，線・辺（Edge）に置き換えるということである（De Nooy et al., 2005）。本研究の中

では第２章，第５章においては，主体間の関係の有無のみを線（辺）で描写することで，多様で広域にまたがる
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組織の連携構造の全体像を捉えるために，「無向ネットワーク」を扱っている。ただし第３章では，連携がどの

主体からどの主体へ向かうかという方向性の情報を含む関係（矢印・弧で描かれる）を示す「有向ネットワー

ク」としての分析を行っている。 
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